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1.  平成21年3月期第2四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第2四半期 619,986 ― 19,714 ― 20,403 ― 8,628 ―

20年3月期第2四半期 584,203 4.7 26,707 17.3 28,002 17.5 15,037 65.1

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第2四半期 19.47 19.12
20年3月期第2四半期 33.96 33.26

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第2四半期 866,099 478,405 54.0 1,055.74
20年3月期 874,219 475,983 53.3 1,050.99

（参考） 自己資本   21年3月期第2四半期  467,841百万円 20年3月期  465,801百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 10.00 ― 12.00 22.00
21年3月期 ― 11.00 ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― ――― ― 11.00 22.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,280,000 4.4 67,000 △1.7 67,500 △4.4 33,500 △5.2 75.59

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、6ぺージ「【定性的情報・財務諸表等】４．その他」をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、6ぺージから7ページ「【定性的情報・財務諸表等】４．その他」をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、6ページ「【定性的情
報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報」をご参照ください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）および「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期  457,315,176株 20年3月期  457,309,400株

② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期  14,173,149株 20年3月期  14,106,234株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第2四半期  443,168,664株 20年3月期第2四半期  442,820,566株

YMS004
スタンプ



 
【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

ヤマトグループは、宅急便事業に代表されるデリバリー事業を着実に拡大させるとともに、宅急

便事業で培ったグループ経営資源を活用してデリバリー以外の事業を飛躍的に成長させる事業戦略

を遂行しています。 

当第２四半期においてデリバリー事業は、国内の景気悪化を受け小口商流貨物を中心に宅急便数

量が伸び悩んだことに加え、原油価格高騰により諸経費が増加するなど厳しい経営環境が続いたこ

とにより減益となりました。 

また、デリバリー事業以外においても、企業の生産調整などの影響を受けた事業もありましたが、

一方でお客様のニーズを的確に捉え、ヤマトグループの総合力によって課題解決を支援するサービ

スはお客様から好評を頂き順調に事業拡大をはかりました。 

当第２四半期の連結業績は以下のとおりです。                        （単位：百万円） 

区   分 前第2四半期 当第2四半期 増 減 伸率（％） 
営 業 収 益        584,203 619,986 35,783 6.1
営 業 利 益        26,707 19,714 △ 6,993 △26.2
経 常 利 益        28,002 20,403 △7,599 △27.1
四半期純利益        15,037 8,628 △6,408 △42.6

  

＜経営施策の取組み状況＞ 

①「満足創造３か年計画」に基づき、ヤマトグループの経営資源を活用した物流イノベーションの創

造により、お客様の販売拡大やコスト削減を支援する提案営業を積極的に展開しました。 

②ヤマトグループは機動的な経営資源の配分と迅速な事業展開を可能とするため、グループ内での組

織再編に積極的に取り組んでおります。４月に国内航空貨物サービス事業を独立させたのに続き、

８月には貿易物流サービス事業を強化する組織体制を整備し、貿易物流と国内ネットワークを融合

させて物流の最適化を提案する事業モデルの創出に努めました。 

③グループ連携による共同開発・共同販売によって収益拡大を推進しながら、あらゆる業務領域にお

いて効率化の徹底に注力し、収益構造の抜本的変革と持続的な成長の実現に向けた経営基盤の強化

をはかりました。 

 

事業フォーメーション別の概況は、次のとおりです。 

＜デリバリー事業＞ 

宅急便、クロネコメール便の取扱数量は以下のとおりです。 

区   分 前第2四半期 当第2四半期 増 減 伸率（％） 
宅 急 便    （百万個） 592 607 15 2.6
クロネコメール便（百万冊） 1,050 1,097 46 4.5
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①宅急便事業は、「まかせて安心」の基本理念のもと、法人のお客様に対しては、ヤマトグループが

宅急便で培ったＬＴ（物流）機能、ＩＴ（情報）機能、ＦＴ（決済）機能を組み合わせることによ

り新しいビジネスモデルを構築し、販売拡大やコスト削減へ貢献する提案営業に努めました。また、

個人のお客様に対しては多店舗化によるきめ細やかなサービス提供に加え、個人会員制サービス

「クロネコメンバーズ」の機能拡大による利便性の向上を進め、同業他社との差別化をはかる事業

展開を行いました 

②クロネコメール便事業は、「速達メール便」や宛名ラベル発行ソフトなどの付加価値を加えた総合

的な提案営業によって取引拡大が進み、取扱冊数は堅調に推移しました。 

③生産性向上への取組みによって業務改善をはかりました。今後も業務量にあわせた適正要員の配置

などを促進し、あらゆる業務領域において効率化の徹底を推進してまいります。 

④営業収益は4,907億48百万円となり、前年同期に比べ4.6％増加しました。これに対し、費用面では

労働時間短縮のための人件費に加え、原油価格高騰により諸費用が増加した結果、営業利益は77

億60百万円となり、前年同期に比べ42.7％減少しました。 

 

＜ＢＩＺ－ロジ事業＞ 

①ＢＩＺ－ロジ事業は、お客様の物流および附帯する業務全般をヤマトグループ内で一元管理するこ

とにより、お客様ごとに物流の全体最適化を実現する提案営業を積極的に展開しました。 

②販売物流サービスは、物流に係る時間の短縮と費用の削減を実現する提案営業が奏効し順調に事業

拡大したものの、貿易物流サービスは、米国向け輸出減少の影響などにより低調に推移しました。 

③営業収益は487億60百万円となり、前年同期に比べ4.8％増加しました。これに対し、費用面では諸

費用の増加により営業利益は22億4百万円となり、前年同期に比べ4.9％減少しました。 

 

＜ホームコンビニエンス事業＞ 

①ホームコンビニエンス事業は、全国で付加価値の高い技術付き配送を提供するなどお客様の生活支

援業務を積極的に展開しました。電化製品の据付け・設置を行うセッティングデリバリー事業は、

全国ネットワークを持つオンリーワン性を強みに新規大口顧客を獲得するなど、取扱数量を順調に

伸ばしました。 

②引越ソリューション事業では、ヤマトグループの持つネットワークの強みを活かしたボックス単位

の輸送により法人向け引越への強化をはかるため、９月に引越商品のリニューアルを行い積極的な

営業を展開しました。しかしながら、引き続き引越業界全体の市況低迷が影響したこともあり、低

調に推移しました。 

③営業収益は昨年９月から丸井グループの株式会社ムービングを統合したことなどにより、266億57

百万円となり、前年同期に比べ27.5％増加しました。これに対し、費用面では傭車費など下払費用

が増加した結果、8億13百万円の営業損失となりました。 

 

 

 

ヤマトホールディングス㈱　（9064）　平成21年3月期第2四半期決算短信



         

 

＜ｅ－ビジネス事業＞ 

①ｅ－ビジネス事業は、追跡情報を提供する「トレーシング」、お客様に安心を提供する「セキュリ

ティー」、高品質かつ低価格、さらに早期導入を実現する「パッケージ」をキーワードとしてお客

様の利便性を高める事業展開を積極的に推進しました。なかでも「Web出荷コントロールサービス」

は、企業間において遠隔地の出荷伝票出力をWebサイト上で可能とし、作業の効率化を支援するサ

ービスとしてお客様から好評を頂き、順調に事業拡大しました。 

②急速に成長が見込まれる「ネットスーパー」の領域においては、Webサイトを利用したシステム構

築、スーパー内での運営管理、お客様への配達、商品代金の決済などヤマトグループの強みを活か

した事業モデル創出の準備を進めました。この事業モデルはヤマトグループの高度なサービスを安

価で簡単に導入できる仕組みとして積極的に営業展開し、市場への浸透をはかってまいります。 

③営業収益は159億89百万円となり、前年同期に比べ4.1％増加し、営業利益は25億70百万円となり、

前年同期に比べ2.0％増加しました。 

 

＜フィナンシャル事業＞ 

①フィナンシャル事業は、商品配達時の代金回収業務から企業間物流決済への事業拡大を推進するな

かで、お客様の要望に合わせたあらゆる決済手段への対応に取り組んでおります。８月より通販事

業を手掛けるお客様に向けてネット総合決済サービス「クロネコWebコレクト（パソコン版）」の

提供を開始し、クレジットカードや電子マネー、コンビニエンスストアでの決済など決済手段を充

実させることで通販の利用者に利便性を訴求し、通販事業者の販売力向上につなげる事業展開を推

進しました。 

②営業収益は262億24百万円となり、前年同期に比べ5.2％増加しました。これに対し、費用面では

ショッピングクレジット事業において、法令改正に対応して貸倒引当金が増加したことなどが影響

し、営業利益は48億50百万円となり、前年同期に比べ7.7％減少しました。 

 

＜トラックメンテナンス事業＞ 

①トラックメンテナンス事業は、２４時間・３６５日の車両整備サービスにより、車両の稼動を止め

ないことで、トラック・バス運送事業者のお客様を支援する事業展開を行いました。また、燃料・

部品調達、保険などの業務を一括代行することによりトータルコストを削減する提案営業が奏効し、

車両管理台数は順調に推移しました。さらに７月より会員企業様向けに車両の整備実績情報や整備

履歴情報を専用ホームページを通じて提供する「車両管理システム」の提供を開始し、お客様の利

便性をより一層高める事業展開を行いました。 

②お客様の利便性を追求する工場（スーパーワークス）の１０拠点目として千葉工場が７月から本格

稼動いたしました。今後さらに、福岡・郡山・浜松などへ積極的な拠点展開をはかり、事業拡大を

加速させてまいります。 

③営業収益は、燃料販売の収入が伸びたこともあり93億8百万円となり、前年同期に比べ79.2％増加

しました。営業利益は13億26百万円となり、前年同期に比べ18.1％増加しました。 
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＜その他の事業＞ 

①「JITBOXチャーター便」は、企業間物流における輸送ボックス単位のジャストインタイムでの納

品や多頻度適量納品など商品特性の市場への浸透をはかるため、１５社の企業グループによる販売

体制で積極的な営業を展開したことにより、取扱本数は順調に推移しました。 

②その他の事業の営業利益は、ヤマトホールディングス株式会社がグループ各社から受取る配当金な

どを除くと6億14百万円となり、前年同期に比べ148.7％増加しました。 

 

なお、文章中の前年同四半期増減率および前年同四半期の金額につきましては、参考として記載し

ております。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

総資産は8,660億99百万円となり、前連結会計年度末に比べ81億19百万円の減少となりました。こ

れは、主に第１四半期連結会計期間より適用した「リース取引に関する会計基準」に伴い、固定資産

のリース資産が107億85百万円増加した一方で、投資有価証券が142億77百万円減少したことによる

ものであります。 

負債は3,876億94百万円となり、前連結会計年度末に比べ105億40百万円の減少となりました。こ

れは、主にリース債務が108億8百万円増加した一方で、短期借入金が98億73百万円、未払法人税等

が99億2百万円減少したことによるものであります。純資産は4,784億5百万円となり、前連結会計

年度末に比べ24億21百万円増加しました。これは、主にその他有価証券評価差額金が10億60百万

円減少した一方で、利益剰余金が33億4百万円増加したことによるものであります。 

以上により、自己資本比率は前連結会計年度末の53.3％から54.0％になりました。 

 
キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動による収入が255億53百万円となり、前第２

四半期連結累計期間に比べ80億80百万円の減少となりました。これは、主に税金等調整前四半期

純利益が110億47百万円減少したことによるものであります。 

また、投資活動における支出は77億円となり、前第２四半期連結累計期間に比べ134億75百万円減

少いたしました。これは、主に投資有価証券の売却による収入が78億84百万円増加したことによ

るものであります。 

財務活動による支出は164億80百万円となり、前第２四半期連結累計期間に比べ31億39百万円増加

いたしました。これは、主に短期借入金の借入れによる収入が464億円増加した一方で、短期借入金

の返済による支出が319億95百万円増加したことおよび長期借入金の返済による支出が134億14

百万円増加したことによるものであります。 

以上により、現金及び現金同等物の当第２四半期末残高は、前連結会計年度末に比べ12億78百

万円増加し1,435億99百万円となりました。 
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３．連結業績予想に関する定性的情報 

今後の経済情勢につきましては、国内の景気の悪化の影響を受け、引き続き厳しい経営環境が続

くことが予想されます。 

このような状況の中で、グループ各社の持つ機能を組み合わせたソリューション営業を積極的に

展開するとともに、生産性向上のための施策や諸費用の削減に努めてまいります。 

なお、通期業績予想は平成20年10月16日に発表した業績予想の修正から、変更はありません。 

 

４．その他 

(１) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

 

(２) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対す

る税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

(３) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

会計処理基準に関する事項の変更 

 
① 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）および｢四半

期財務諸表に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。

また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

 
② 通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として先入先出法による原価法に

よっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第9号 平成18年7月5日）が適用されたことに伴い、主として先入先出法による原価

法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しており

ます。なお、当該変更による損益への影響は軽微であります。 

 

③ 第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当

面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年5月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を

行っております。なお、当該変更による損益への影響は軽微であります。 
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④ 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年3月30日改正））および「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18日（日本公認会計士

協会 会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））が平成20年4月1日以後開始する連結会計

年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半

期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によってお

ります。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法に

ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

当該変更の結果、貸主側においては所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産をリ

ース投資資産に計上したことに伴い、流動資産は209億85百万円増加し、固定資産は同額減少し

ております。 

また、借主側においては所有権移転外ファイナンス・リース取引について、リース資産およ

びリース債務を貸借対照表に計上したことに伴い、固定資産は107億85百万円、流動負債は43

億9百万円、固定負債は64億99百万円増加しております。 

これにより、四半期連結貸借対照表において、総資産は107億85百万円、負債合計は108億8

百万円増加しております。 

なお、損益への影響は軽微であります。 
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 149,075 147,569

受取手形及び売掛金 141,232 144,274

割賦売掛金 67,039 77,711

リース投資資産 20,985 －

商品及び製品 1,164 693

仕掛品 819 487

原材料及び貯蔵品 1,283 1,116

その他 41,315 38,217

貸倒引当金 △5,475 △5,476

流動資産合計 417,439 404,593

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 256,460 252,399

減価償却累計額 △133,363 △133,036

建物及び構築物（純額） 123,096 119,362

車両運搬具 172,586 173,382

減価償却累計額 △150,109 △148,576

車両運搬具（純額） 22,477 24,806

土地 177,780 176,916

リース資産 15,407 －

減価償却累計額 △4,911 －

リース資産（純額） 10,496 －

その他 90,824 126,479

減価償却累計額 △63,437 △80,227

その他（純額） 27,386 46,252

有形固定資産合計 361,237 367,336

無形固定資産   

のれん 1,145 1,293

その他 9,111 9,097

無形固定資産合計 10,257 10,390

投資その他の資産   

投資有価証券 28,801 43,078

その他 50,748 50,995

貸倒引当金 △2,296 △2,096

投資損失引当金 △118 △118

投資その他の資産合計 77,135 91,860

固定資産合計 448,630 469,587

繰延資産   

社債発行費 30 37

繰延資産合計 30 37

資産合計 866,099 874,219

ヤマトホールディングス㈱　（9064）　平成21年3月期第2四半期決算短信



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 116,490 122,791

短期借入金 30,383 40,256

リース債務 4,309 －

未払法人税等 10,668 20,571

割賦利益繰延 13,619 16,095

賞与引当金 31,372 27,361

その他 53,470 52,163

流動負債合計 260,312 279,239

固定負債   

社債 5,000 5,000

転換社債 13,063 13,070

長期借入金 55,391 53,895

リース債務 6,499 －

退職給付引当金 27,766 27,214

役員退職慰労引当金 10 13

その他 19,651 19,802

固定負債合計 127,381 118,996

負債合計 387,694 398,235

純資産の部   

株主資本   

資本金 120,728 120,725

資本剰余金 114,840 114,846

利益剰余金 254,015 250,710

自己株式 △26,402 △26,319

株主資本合計 463,181 459,963

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,933 5,993

繰延ヘッジ損益 － △62

為替換算調整勘定 △273 △93

評価・換算差額等合計 4,659 5,838

少数株主持分 10,563 10,182

純資産合計 478,405 475,983

負債純資産合計 866,099 874,219
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（２）四半期連結損益計算書 
   （第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業収益 619,986

営業原価 585,814

営業総利益 34,172

販売費及び一般管理費 14,458

営業利益 19,714

営業外収益  

受取利息 124

受取配当金 390

その他 1,251

営業外収益合計 1,765

営業外費用  

支払利息 485

その他 591

営業外費用合計 1,076

経常利益 20,403

特別利益  

固定資産売却益 52

投資有価証券売却益 128

関係会社株式売却益 165

移転補償金 420

その他 20

特別利益合計 787

特別損失  

固定資産除却損 302

減損損失 604

関係会社株式売却損 522

投資有価証券評価損 1,700

その他 29

特別損失合計 3,159

税金等調整前四半期純利益 18,031

法人税等 9,249

少数株主利益 153

四半期純利益 8,628
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 18,031

減価償却費 18,952

減損損失 604

退職給付引当金の増減額（△は減少） 551

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,012

投資有価証券評価損益（△は益） 1,700

売上債権の増減額（△は増加） 11,238

仕入債務の増減額（△は減少） △6,198

その他 △4,692

小計 44,200

利息及び配当金の受取額 515

利息の支払額 △1,090

法人税等の支払額 △18,071

営業活動によるキャッシュ・フロー 25,553

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △17,871

有形固定資産の売却による収入 309

投資有価証券の取得による支出 △3,251

投資有価証券の売却による収入 13,158

貸付けによる支出 △670

貸付金の回収による収入 933

その他の支出 △2,266

その他の収入 1,959

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,700

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入れによる収入 55,400

短期借入金の返済による支出 △50,501

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,278

長期借入金の返済による支出 △13,504

自己株式の取得による支出 △120

配当金の支払額 △5,300

その他 △176

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,480

現金及び現金同等物に係る換算差額 △96

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,276

現金及び現金同等物の期首残高 142,321

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 1

現金及び現金同等物の四半期末残高 143,599
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 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号）および「四半期財務

諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 14 号）を適用しております。また、「四半

期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
 
（４）継続企業の前提に関する注記 
   該当事項はありません。 
 
（５）セグメント情報  
 
【事業の種類別セグメント情報】 
当第2四半期連結累計期間  （自平成20年4月1日 至平成20年9月30日）              （単位：百万円） 

 
デリバリー事業 BIZ-ロジ事業 

ホームコンビニ

エンス事業 

ｅ-ビジネス 

事業 

フィナンシャル

事業 

営 業 収 益  

（1） 外部顧客に対する営業収益 490,748 48,760 26,657 15,989 26,224

（2） セグメント間の内部営業収益又は振替高 20,108 5,831 8,012 9,617 1,884

計 510,857 54,591 34,669 25,607 28,109

営 業 費 用 503,096 52,387 35,483 23,037 23,258

営業利益（△は損失） 7,760 2,204 △813 2,570 4,850
 
 
 

トラック 

メンテナンス事業
その他の事業 計 

消去又は 

全    社 
連     結 

営 業 収 益  

（1） 外部顧客に対する営業収益 9,308 2,296 619,986 － 619,986

（2） セグメント間の内部営業収益又は振替高 12,767 35,365 93,585 （93,585） －

計 22,075 37,661 713,572 （93,585） 619,986

営 業 費 用 20,748 15,811 673,824 （73,551） 600,272

営業利益（△は損失） 1,326 21,849 39,748 （20,034） 19,714

 
【所在地別セグメント情報】 
当第2四半期連結累計期間  （自平成20年4月1日 至平成20年9月30日）                 （単位：百万円） 

 日  本 米  国 欧  州 アジア 計 消去又は 
全  社 

連   結 

営 業 収 益   

（1） 外部顧客に対する営業収益 607,782 6,277 2,113 3,813 619,986 － 619,986

（2） セグメント間の内部営業収益又は振替高 2,855 1,999 918 2,106 7,879 （7,879） －

計 610,637 8,276 3,031 5,920 627,866 （7,879） 619,986

営 業 費 用 591,075 8,012 3,015 5,759 607,862 （7,589） 600,272

営 業 利 益 19,562 264 15 161 20,004 （ 290） 19,714
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【海外営業収益】 
当第2四半期連結累計期間  （自平成20年4月1日 至平成20年9月30日）              （単位：百万円） 

 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外営業収益 6,446 6,818 13,264 

Ⅱ 連結営業収益   619,986 

Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業 
  収益の割合（％） 1.0 1.1 2.1 

（注）１．国又は地域の区分の方法および各区分に属する主な国又は地域 
（１）国又は地域の区分の方法………… 地理的近接度によっております。 
（２）各区分に属する主な国又は地域… 北    米：米国 

                                          その他の地域：オランダ、イギリス、フランス、香港、 
シンガポール、台湾、上海、広州 

２．海外営業収益は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における営業収益であります。 
 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 
   該当事項はありません。              
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〔参考資料〕 
前四半期にかかる財務諸表 
（１）（要約）四半期連結損益計算書 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間 

（ 自 平成19年4月 1 日 
至 平成19年9月30日 ）科       目 

金   額 百 分 比 
 ％

Ⅰ 営 業 収 益 584,203 100.0

Ⅱ 営 業 原 価 543,062 93.0

営 業 総 利 益 41,141 7.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 14,433 2.4

 営 業 利 益 26,707 4.6

Ⅳ  営 業 外 収 益 2,082 0.3

1. 受取利息及び配当金 523

2. そ の 他 の 収 益 1,558

Ⅴ   営 業 外 費 用 787 0.1

1. 支 払 利 息 125

2. そ の 他 の 費 用 661

 経 常 利 益 28,002 4.8

Ⅵ   特 別 利 益 1,279 0.2

1. 固 定 資 産 売 却 益 2

2. 投資有価証券売却益 1,216

3. そ の 他 特 別 利 益 60

Ⅶ   特 別 損 失 203 0.0

1. 固 定 資 産 除 却 損 168

2. そ の 他 特 別 損 失 34

税 金 等 調 整 前 中 間 
純 利 益 29,078 5.0

法人税、住民税及び事業税 14,262 2.4

法 人 税 等 調 整 額 △  633 △  0.1

少 数 株 主 利 益 412 0.1

中 間 純 利 益 15,037 2.6
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（２）（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
    （単位：百万円） 
前中間連結会計期間 

（
自平成19年 4月 1 日
至平成19年 9月30日

）科     目 

金        額 
  
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 29,078  
減 価 償 却 費 19,913  
退職給付引当金の増減額 (減少は△) 663  
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 (減少は△) 3,103  
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 523  
支 払 利 息 125  
固 定 資 産 除 売 却 損 益 165  
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 △ 1,210  
売 上 債 権 の 増 減 額 (増加は△) 11,660  
仕 入 債 務 の 増 減 額 (減少は△) △ 1,193  
そ の 他 △ 7,793  

小                        計 53,990

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 525  
利 息 の 支 払 額 △ 758  
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 20,122  
営業活動によるキャッシュ・フロー 33,634  

   
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 2,000  
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 21,502  
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 376  
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,015  
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 5,273  
貸 付 け に よ る 支 出 △ 1,314  
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 1,112  
営 業 譲 受 に よ る 支 出 △ 5,523  
そ の 他 資 産 増 減 額 △ 582  
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 21,175  

   
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短 期 借 入 れ に よ る 収 入 9,000  
短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 18,506  
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 90  
自 己 株 式 の 売 買 に よ る 収 支 845  
親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 △ 4,422  
そ の 他 の 収 支 △ 167  
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,340  

   
Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 94  
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少は△)  △ 787  
Ⅵ  現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 130,145  
Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 23  
Ⅷ 分割による現金及び現金同等物の受入 16  
Ⅸ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 中 間 期 末 残 高  129,398
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（３）セグメント情報 
  
【事業の種類別セグメント情報】 

  前第2四半期連結累計期間  （自平成19年4月1日 至平成19年9月30日）               （単位：百万円） 

 
 
 

ﾃﾞﾘﾊﾞﾘ  ー
事    業 

BIZ-ロジ 
事    業 

ﾎ   ー  ﾑ
ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ

事    業

e-ﾋﾞｼﾞﾈｽ
事    業

ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ

事    業
その他の

事    業 計 消去又は

全    社 連     結

営 業 収 益    

（1）外部顧客に対する営業収益 469,160 46,522 20,900 15,358 24,920 7,341 584,203 － 584,203

（2）セグメント間の内部営業収益又は振替高  17,878 5,901 7,817 8,830 3,465 51,572 95,463 (95,463) －

計 487,038 52,423 28,717 24,188 28,385 58,913 679,667 (95,463) 584,203

営 業 費 用 473,503 50,105 28,301 21,667 23,129 28,168 624,876 (67,380) 557,495

営 業 利 益 13,535 2,318 416 2,520 5,255 30,745 54,791 (28,083) 26,707

   

事業の区分方法の変更 

当社企業グループの事業区分の方法につきましては、従来「その他の事業」に含めておりました車両整備事業が、

順調に業績を拡大し、今後も成長が見込まれることから、第1四半期連結会計期間より「トラックメンテナンス事業」

を新設し開示を行っております。 
なお、前第2四半期連結累計期間のセグメント情報を、変更後のセグメンテーションにより区分すると次のとおり

であります。 
 

前第2四半期連結累計期間  （自平成19年4月1日 至平成19年9月30日）              （単位：百万円） 

 
デリバリー事業 BIZ-ロジ事業 

ホームコンビニ

エンス事業 

ｅ-ビジネス 

事業 

フィナンシャル

事業 

営 業 収 益  

（1） 外部顧客に対する営業収益 469,160 46,522 20,900 15,358 24,920

（2） セグメント間の内部営業収益又は振替高 17,878 5,901 7,817 8,830 3,465

計 487,038 52,423 28,717 24,188 28,385

営 業 費 用 473,503 50,105 28,301 21,667 23,129

営 業 利 益 13,535 2,318 416 2,520 5,255
 
 
 

トラック 

メンテナンス事業
その他の事業 計 

消去又は 

全    社 
連     結 

営 業 収 益  

（1） 外部顧客に対する営業収益 5,192 2,148 584,203 － 584,203

（2） セグメント間の内部営業収益又は振替高 10,772 42,590 97,254 （97,254） －

計 15,965 44,738 681,458 （97,254） 584,203

営 業 費 用 14,841 15,046 626,596 （69,100） 557,495

営 業 利 益 1,123 29,692 54,862 （28,154） 26,707
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【所在地別セグメント情報】 
  前第2四半期連結累計期間  （自平成19年4月1日 至平成19年9月30日）                （単位：百万円） 

 日  本 米  国 欧  州 アジア 計 消去又は 
全  社 連  結 

営 業 収 益   

（1）外部顧客に対する営業収益  571,815 6,329 2,136 3,921 584,203 － 584,203

（2）セグメント間の内部営業収益又は振替高 3,261 1,965 910 2,054 8,192 ( 8,192) －

計 575,077 8,294 3,047 5,976 592,395 ( 8,192) 584,203

営 業 費 用 548,089 8,030 3,043 5,893 565,057 ( 7,561) 557,495

営 業 利 益 26,987 263 3 82 27,338 (  630) 26,707
 

【海外営業収益】 
前第2四半期連結累計期間  （自平成19年4月1日 至平成19年9月30日）             （単位：百万円） 

 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外営業収益 6,465 6,816 13,282 

Ⅱ 連結営業収益   584,203 

Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業 
  収益の割合（％） 1.1 1.2 2.3 
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 ６．その他の情報 
【事業別営業収益】                                    （単位：百万円） 

前第 2 四半期連結累計期間 当第 2 四半期連結累計期間 前連結会計年度 
事     業 ( 自 平成19年 4 月 1 日

至 平成19年 9 月  30日) 構成比 (自 平成20年 4 月 1 日
至 平成20年 9 月  30日) 構成比 

比 較

増減率( 自 平成19年4月 1 日
至 平成20年3月31日) 構成比

    %  % %   %
宅 急 便  380,847  65.2 391,611  63.2 2.8  795,872  64.9
クロネコメール便 67,552  11.6 71,410  11.5 5.7  141,617  11.5
エキスプレス  21,556  3.7  35,216  5.7 63.4  43,654  3.6
そ の 他  20,543  3.5  29,355  4.7 42.9  45,293  3.7
内部売上消去 △ 21,339  △3.7 △ 36,845  △6.0 72.7 △ 45,296  △3.7

ﾃﾞﾘﾊﾞﾘ  ー
事 業 

計 469,160  80.3 490,748  79.1 4.6  981,141 80.0
貿易物流サービス 36,589  6.2 30,558  5.0 △16.5  75,159  6.1
販売物流サービス 11,715  2.0 11,207  1.8 △4.3  25,499  2.1
ﾏﾙﾁﾒﾝﾃﾅﾝｽ 2,507  0.4 2,973  0.5 18.6  5,642  0.5
ｴｸｽﾎﾟｰﾄﾌｧｸﾄﾘ  ー －  － 2,586  0.4 －  －  －

そ の 他 10,986  1.9 16,850  2.7 53.4  22,219  1.8
内部売上消去 △ 15,276  △2.6 △ 15,416  △2.5 0.9 △ 32,829  △2.7

BIZ-ﾛｼﾞ
事 業 

計 46,522  7.9 48,760  7.9 4.8  95,692 7.8
セッティングデリバリー 3,584  0.6 10,586  1.7 195.3  13,349  1.1
引越ｿﾘｭｰｼｮﾝ 16,666  2.9 14,734  2.4 △11.6  33,742  2.7
流通サービス 10,106  1.7  9,360  1.5 △7.4  19,526  1.6
内部売上消去 △ 9,457  △1.6 △ 8,023  △1.3 △15.2 △ 17,679  △1.4

ﾎ ｰ ﾑ 
ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ 
事 業 

計 20,900  3.6 26,657  4.3 27.5  48,938 4.0
e-ﾛｼﾞﾄﾚｰｼﾝｸﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ  5,106  0.8 5,286  0.8 3.5  10,516  0.8
ｶｰﾄﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ  2,952  0.5  2,955  0.5 0.1  5,954  0.5
IT  ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞｿﾘｭｰｼｮﾝ  2,206  0.4  2,324  0.4 5.3  4,508  0.4
e-通販ｿﾘｭｰｼｮﾝ  2,863  0.5  2,918  0.5 1.9  5,853  0.5
そ の 他  12,251  2.1  14,311  2.3 16.8  27,227  2.2
内部売上消去 △ 10,023  △1.7 △ 11,807  △1.9 17.8 △ 21,265  △1.7

e-ﾋﾞｼﾞﾈｽ 
事 業 

計 15,358  2.6 15,989  2.6 4.1  32,795 2.7
宅急便コレクト 13,991  2.4 15,384  2.5 10.0  29,539  2.4
リ ー ス 8,497  1.5 8,195  1.3 △3.6  17,599  1.5
ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｸﾚｼﾞｯﾄ 5,354  0.9 4,223  0.7 △21.1  10,122  0.8
そ の 他  630  0.1 374  0.0 △40.6  1,291  0.1
内部売上消去 △ 3,553  △0.6 △ 1,953  △0.3 △45.0 △ 7,094  △0.6

フィナンシャル 
事  業 

計 24,920  4.3 26,224  4.2 5.2  51,458 4.2
ﾄﾗｯｸﾒﾝﾃﾅﾝｽ  13,998  2.4  19,884  3.2 42.0  30,365  2.5
そ の 他  2,166  0.4  2,399  0.4 10.8  4,384  0.3
内部売上消去 △ 10,971  △1.9 △ 12,975  △2.1 18.3 △ 23,354  △1.9

ﾄ ﾗ ｯ ｸ 
ﾒﾝﾃﾅﾝｽ 
事 業 

計 5,192 0.9 9,308  1.5 79.2  11,396 0.9
JITBOX ﾁｬｰﾀｰ便  1,084  0.2  1,181  0.2 9.0  2,491  0.2
そ の 他  43,620  7.5  36,974  6.0 △15.2  59,054  4.8
内部売上消去 △ 42,556  △7.3 △ 35,859  △5.8 △15.7 △ 56,994  △4.6

その他の 
事 業 

計 2,148 0.4 2,296  0.4 6.9  4,551 0.4
合  計 584,203  100.0 619,986  100.0 6.1 1,225,973 100.0
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※事業別営業収益における事業および商品区分の変更 
第 1 四半期連結会計期間より、ヤマトグループ新 3 か年計画「満足創造３か年計画」の事業戦略に基づき、

事業および商品区分を変更しております。 
ＢＩＺ－ロジ事業について、貿易物流サービスに含めていたエクスポートファクトリーを新たに区分表示

するとともに、貿易物流サービスに含めていたプロダクトロジスティクスと販売物流サービスに含めてい

たドキュメントロジスティクスを区分し、その他に含めております。また、ホームコンビニエンス事業お

よびｅ－ビジネス事業について経営管理の実態により即した商品区分に変更しております。 
なお、前第 2 四半期連結累計期間および前連結会計年度のＢＩＺ－ロジ事業の事業別営業収益を変更後の

区分にすると次の通りであります。 
（単位：百万円） 

前第 2 四半期連結累計期間 当第 2 四半期連結累計期間 前連結会計年度 
事     業 ( 自 平成19年 4 月 1 日

至 平成19年 9 月  30日) 構成比 (自 平成20年 4 月 1 日
至 平成20年 9 月  30日) 構成比 

比 較

増減率( 自 平成19年4月 1 日
至 平成20年3月31日) 構成比

貿易物流サービス 31,611  5.4 30,558  5.0 △3.3  65,089  5.3
販売物流サービス 8,967  1.5 11,207  1.8 25.0  20,646  1.7
ﾏﾙﾁﾒﾝﾃﾅﾝｽ 2,507  0.4 2,973  0.5 18.6  5,642  0.5
ｴｸｽﾎﾟｰﾄﾌｧｸﾄﾘ  ー 2,418  0.4 2,586  0.4 7.0  5,010  0.4
そ の 他 16,293  2.8 16,850  2.7 3.4  32,132  2.6
内部売上消去 △ 15,276  △2.6 △ 15,416  △2.5 0.9 △ 32,829  △2.7

BIZ-ﾛｼﾞ
事 業 

計 46,522  7.9 48,760  7.9 4.8  95,692 7.8
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